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インフラ保全に関する最近の動き
～埼玉県八潮市での道路陥没事故を契機として～

2025年11月13日



（事故現場の写真は11月13日にスクリーンでのみ表示）

2025年1月28日に八潮市で起きた道路陥没事故現場
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出典：国土交通省(2025) 第1回 下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会資料２－２ 3
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出典：国土交通省(2025) 第8回 下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会 資料２ 7



①漏水リスクが高く、事故発生時に社会的影響が大きい大口径水道管路（口径800mm以上の管路）
の更新（約600km）の完了率
８％【2024】→ 32％【2030】→ 100％【2041】

②損傷リスクが高く、事故発生時に社会的影響が大きい大口径下水道管路（「下水道管路の全国特
別重点調査」の対象※：約5,000km）の健全性の確保率
０％【2024】→ 100％【2030】

③修繕・改築や災害・事故時の安定給水の観点から計画的にリダンダンシー確保が必要な大口径水
道管路（口径800mm以上の導・送水管）に対する複線化・連絡管整備（約300km）の完了率
33％【2024】→76％【2030】→100% 【2033】

⑤水道事業者（全国約1,400事業者）のうち、メンテナンスに関する上下水道DX技術（人工衛星や
AIを活用した漏水検知手法等）を導入している事業者の割合
34％【2024】→ 100％【2027】

⑥下水道事業を実施している地方公共団体（全国約1,500団体）のうち、メンテナンスに関する上下
水道DX技術（ドローンによる下水道管路内調査手法等）を導入している団体の割合
21％【2024】→ 100％【2027】

第1次国土強靭化中期計画（2025年6月閣議決定）における
上下水道施設の戦略的維持管理・更新に係る数値目標

※ 口径２ｍ以上かつ30年以上経過した下水道管路

④修繕・改築や災害・事故時の迅速な復旧が容易ではない大口径下水道管路（口径２ｍ以上の管
路）を有する地方公共団体（約60団体）のうち、リダンダンシー確保に関する計画を策定し、取
組を進めている団体の割合
7％【2024】→ 100％【2027】

出典：国土交通省(2025) 第7回 下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会 資料4より一部を抜出し筆者加工 8
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道路等のインフラのマネジメントに関するこれまでの動きと検討中の第3次提言

出典：国土交通省(2025) 第8回 下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会 資料５（タイトル部の言葉は筆者）13
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まとめ
1. 2025年1月の埼玉県八潮市での道路陥没事故を契機として、第2次世
界大戦後に大量に整備されたインフラの老朽化等に伴うリスクの増大
に社会的注目が集まった。

2. 下水道等のライフラインについての遮断時のリダンダンシー確保の重
要性が浮き彫りになった。

3. 現在、第1次国土強靭化中期計画等に基づき、数値目標も設けて、対
策を迅速に進めようとしている。

4. 点検・診断や補修に関わる技術開発も推進している。

5. 上下水道以外も含めたインフラ全般のメンテナンスについては、インフ
ラ長寿命化基本計画・行動計画等に基づき推進している。

6. インフラ・メンテナンスを支える市区町村の職員数の減少により、体制
が厳しい中で、「地域インフラ群再生マネジメント（群マネ）」といった施
策も積極的に推進しようとしている。
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ご清聴ありがとうございました
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